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（1）制度化にあたっての留意点

さて「岐阜市情報公開条例」（案）（以下「条例」（案）という）の検討に先立
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って，条例化にあたって留意すべき点を考えてみたい。

　朝日新聞社は1981年5月に，国民の「知る権利」を保障するための大前

提として，情報公開制度をわが国にどのようにして導入していったらよいか

を検討するためのシンポジウムを開いた。これにパネラーの一人として出席

したカナダ・カールトン大学のドナルトC．ローワット（D．C，　Rowat）教授

は，『民主主義と情報公開制度』と題した基調報告をした。教授はその報告

で，諸外国の情報公開に関する法律とその経験を総括して，情報公開には法

律が必要なこと，その法律には五つの特徴がなくてはならないことを，つぎ

のように述べた。

　「公開の原則はより良い民主主義の発展を培い，より有効に政府をコント

　P一ルできるようにします。そして行政の機能を中断せずにそうしたアク

　セスの原則を完全に確立することは可能なのです。……公衆のアクセスの

　原則を完全に確立するためには法律が必要であるということが明白です。

　……（この法律には一引用者）強制力をもつ強い規定がなけれぽ成功しな

　いものです。……非常に強くて，うまくいく法律には五つの主要な特徴が

　なくてはならない……。第1に，行政における一般原則は記録文書の公開

　である，という点をはっきり謳うことです。秘匿は例外的にしか認められ

　ないということです。第2に，公衆のアクセスが簡単にしかも完全にでき

　るよう便宜をはかることです。たとえぽ，すべての文書を登録するとか，

　記録の検索やコピーを低料金にしたりするわけです。3番目に，秘密にす

　べき記録を詳細かつ厳密に規定し，それらの記録の公開が公共の利益を害

　する時のみ非公開にできること，さらに文書の中の秘密でない部分は公開

　されるべきことを規定すべきです。4番目に，公開の要求に対して回答の

　期限を定めたり，不履行に対する罰則を設けるなど，公開実現のために強

　力な条文を含まねぽなりません。5番目に，最終的に裁判所への提訴を含

　めて，独立機関に不服を申し立てる簡単な道を開かなくてはならないとい

　うことです。裁判所が公共の利益にかなうと認めた時は裁判費用を弁償さ
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　れることも必要である。」1

　ローワット教授のこの5条件は，岐阜市の住民運動が提示した「条例」

（案）のヒナ型である自由人権協会の『情報公開モデル条例』（案）を作成す

るにあたって指針とした『情報公開8原則』（以下rs原則：という）に照応す

るものである。

　『8原則』は，わが国に情報公開を義務づける法令（条例）が存在しない

段階で，情報公開の内容がどうあれ，まず「情報公開」という名称のついた

法令（条例）を制定することが第1であるとの考え方に強く反対して，強力

な法令（条例）を制定するためには少なくともこの八つの条件を満すべきこ

とを求めたものである。“強力な！1法令（条例）の制定を求める理由は，情

報公開制度の内容の如何によっては，民主的行政確立の重要な手段となりう

るし，逆に行政の秘密主義や官僚行政を防衛し，さらに一層助長させること

になるからである。

　神奈川県情報公開推進懇話会が1982年7月17日知事に出した『神奈川県

の情報公開制度に関する提言』（以下醍言』という）は，情報公開を「制度化

する場合の基本的考え方」をつぎのように述べている。

「（i）県の機関の持っている情報は，県政の担い手としての県民に属するものであ

り，県民は，必要なときには情報を得ることによって，その生活を一層充実すること

ができるとともに，県政により積極的に参加し，行政の公正かつ能率的な運営を県民

監視の下に推進させることができる。このことは，県政に対する県民の理解を深め，

県と県民との信頼関係を一層増進することになる。

　県民も，この制度の趣旨にかんがみ，活発かつ公正に利用することが期待される。

　（ii）本県における情報公開の制度化は，県民の代表で構成される議会の議決を経

ることが望ましいので，条例により行うべきである。この制度化に当たっては，上記

の趣旨を踏まえ，次の諸点に留意する必要がある。

　ア　原則公開の精神に立って，非公開とすることができる情報は，必要最小限にと

　　どめる。

　イ　個人のプライバシーは，最大限に保護されるよう配慮する。

　ウ　県民主体の精神にのっとり，開示手続の簡素化，公文書の整備等，制度の目的

　　が十分に確保されるようなシステムをつくる。
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エ　この制度にふさわしい救済機関を設ける。

’1　iii，県の機関は，情報公開制度の精神に基づいて、制度化及び制度の運営に当た

っては，現行制度の見直し、公務員の意識改革等を一層進めるべきである。」2

　ここに示されている基本的な考え方は，『8原則』に則って，制度化にあ

たっての留意点とその制度運営のあり方を述べたものである。将来，条例制

定を予定している地方自治体でも検討に値するものである。

②　「条例」（案）の特徴と市当局の見解

　「条例」（案）は全文15条から成り，基本的には住民サイドに立った住民

本位の性格をもったものといいうる。以下その特徴を，つぎの諸点から考察

してみる。

　①　条例の目的　　情報公開の本旨　　を何処に据えているか。

　②　原則公開・秘匿例外の原理は守られているか。

　③　公開の対象となる情報とは何か，またその範囲は。

　④　情報の開示を請求しうる者と開示を義務づけられる機関の範囲はどの

　　ように決められているか。

　⑤　国及び県の機関委任事務に関する情報は公開の対象となっているか。

　⑥　非公開とすることのできる情報（適用除外情報）とは何か，またその

　　範囲とそれの処理のための原則は明確にされているか。

　⑦　情報開示を求める住民の開示手続きは，制度目的が十分確保されるよ

　　うなシステムになっているか。

　⑧　情報公開を拒否された住民の権利救済はどのようにして行なわれる

　　か。

　⑨　条例運用を制度目的により適合させるために住民参加が確保されるこ

　　とが望ましいが，それはどのように制度上保障されているか。

　（i）　岐阜市の住民運動は，1982年1月23日市条例制定の請求書を提出

した。その『請求の要旨』は，まず現代行政の姿勢と行政による情報の独占
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及び管理が現代社会に様々な災禍をもたらしているが，それを断ち切るにぱ

もともと住民の共有財産である公的情報を住民の前に公開すべきであり，そ

うするのが行政の責務であると指摘し，最後に「私たちは，知る権利を具体

的に保障する制度が人権と民主主義に不可欠であることを確信し，すべての

公的情報を自由に請求し利用する権利をひとしく住民に与えるため」に条例

制定を請求する，と述べている。これは情報公開の目的は，まず「知る権

利」の保障でなけれぽならないことを主張したもので，「条例」（案）第1条

は「市民の知る権利を実効あらしめる」ために市政に関する情報を公開し，

もって「地方自治の民主的発展に寄与する」と定めている。

　ところが現行条例の中では，情報公開の目的条項に，「知る権利」の保障

の文言のないものがある。これは制度の方向づけにおいて問題の残るところ

である。たとえば神奈川県の条例の第1条（目的）は，「公文書の閲覧等を

求める権利を明らかに」し，「もって県政に対する県民の理解を深め」るこ

とを目的とするとあって，『提言』の答申した「情報公開制度とは，基本的

人権としての知る権利を制度的に保障する……」という字句は除かれてしま

っている。

　（ll）　「知る権利」の保障が地方自治の発展にとって必要不可欠であるな

らぽ「市の所持又は保管する情報」はすべて公開することの原則を確認され

なけれぽならない。このことは行政機関が従来からもっている自分のところ

の行政情報の処分は自由に裁量できるという考え方を変えることが必要であ

る。「情報公開の本旨である『知る権利∫の保障は，その動機がいかなるも

のであれ，住民の知りたいものを知りたいときにすべて知りうるよう，公開

対象情報の形式と内容の両面にわたって権利としてうたうべきものであ

る。」3）公開が原則である以上，非公開（秘匿）は例外でなけれぽならな

い。しかもこの非公開にすることのできる情報の取扱いは厳格な原則のもと

でなされることが必要である。このことについては後にもう少し詳しく述べ

る。
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　ついでここで公開対象情報の範囲をきちんと定義しておかなけれぽならな

い。「条例」（案）第2条は，情報を「文書・図画・写真・マイクロフィル

ム・録音テープ及びコンピューターに入力された情報その他一切の情報をい

う」と定義し，あらゆる形態の情報を公開の対象としている。岐阜市長は

1982年4月20日付で条例制定の請求者に「『岐阜市情報公開条例案』に対

する質問について」（以下：質問』という）と題した4項目の照会をしている。

その第2項で「情報」の内容について，つぎのように尋ねている。

　　「第2条第1項においてr情報』の定義をされていますが，：その他一切の情報：と

　　は具体的にどのような情報を指すのですか。

　　　また，第5条第1項に定めている目録にはどの範囲の情報を登録するのですか。」

　これに対して，請求者側はつぎのように回答している（4月26日付）。

　　「第2条にr文書・図画・写真……：と表現したのは制限列記する意図でぱなく，要

　　するにすべての情報（第4条2の1－－5はこの限りではない）は公開されなけれぽな

　　らないという意味です。

　　　従って第5条の目録の範囲も特定されるべきではないと御解釈ねがいます。」

　要するに「すべての情報」とは，市の機関または職員が職務上作成しまた

は取得した文書その他の情報をすべて含むということである。したがって作

成段階（市当局の意思形成過程または事業執行過程）であろうが，また決裁

の有無に関係しない。つまり住民は，すべての情報を知りたいときに知り得

るということである。

　（iii）っぎに立法化にあたって重要ではあるが，難しい問題の一つとし

て，情報の開示を請求しうる者（情報公開請求権者）の範囲を何処に置くか

がある。これには二つの考え方がある。一つは，請求にかかわる情報に，特

定の利害関係を有する老に限定すべきだという考え方であり，他の一つは，

およそ情報「公開」という以上，開示請求者を制限することは「公開」その

ものの精神に反するから，「開示」は一般的でなけれぽ「公開」とはいえな

い。したがって国民（住民，市民）一般に開示請求権を与えるべきである。

「条例」（案）は，後者の考え方を採り，第4条で開示請求権の主体を「何人
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も」としている。

　これに対して，現行条例の多くは，情報はもともと当該自治体が所有す

ものであるから，請求者は，その自治体に在住，在勤，在学する個人およ

事務所又は事業所を有する法人に限定すべきだという立場を採っている。し

かし当該自治体の行政に利害関係を有するものは，必ずしも当該自治体に在

住しているとは限らないのであるから，やはり「何人」にも開示請求権を保

障するのが正当と考えられる。

　（iv）重要ではあるが難しい問題のもう一つは，情報開示を義務づけられ

る機関の範囲である。「条例」（案）第2条第2項は義務づけられる機関を

「保管老」とし，「保管者とは市長又は市の機関の長もしくはこれらの者から

委任を受けた者であって，当該情報を所持又は保管する者をいう」と規定し

ている。「条例」（案）はつづいて第3条で，この保管者は「情報を積極的に

住民に提供するように務めなけれぽならない」（傍点は引用者）と保管者の情

報提供の責務を定めている。市の機関には執行機関として市長と委員会（教

育，選挙管理，人事，監査，農業，及び固定資産評価審査の各委員会　　地方自治法180

の5条）があり，他に議会がある。要するに，何人もこれらの機関が所持又

は保管するすべての情報を請求する権利を有し（「条例」（案）第4条），請求を

うけたこれらの機関の長は，その情報の公開を義務づけられている。議会に

ついては，地方自治法第115条によって議事の公開が規定されている。しか

し会議録（地方自治法第123条）についてはそのような規定はない。しかし議

事そのものが公開である以上，その経過を記した記録は当然公開されるべき

であり，会議録公開請求権は認められると考えられる（仙台高裁・昭49年8月

15日判決）。

　（v）地方自治体が情報公開条例を制定するにあたって，国との関係にお

いて法律上問題となるものの一つに国（又は他の地方公共団体）の機関委任

事務（地方自治法第148条第1項）がある。これは機関委任事務が条例でもって

情報公開の対象となりうるかどうかの問題である。これが重要性をもつわけ
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は，自治体の事務量の7～8割を占める機関委任事務が公開の対象にならな

いとすれぽ，民主的な地方自治の発展を願う試みが全く無意味になってしま

うからである。地方自治法は，地方公共団体は自らの権限と責任において当

該自治体の自治事務，すなわち固有（公共）事務，団体委任事務および行政

事務を処理する弛方自治法第2条第2卿ほか，地方自治体の長は「法律又は

これに基く政令によりその権限に属する国，他の地方公共団体その他の事務

を管理し及び執行する」r地方自治法第148条第1項）権限を有する，と規定す

る。しかし法はこの自治事務と機関委任事務の管理執行について異なる定め

をしている。これを地方議会及び国との関係でみると表一5の通りである。

表一5

自　　治　　事　　務 機　関　委　任　事　務

地方議会 認める 認めない

の統制権 条例制定権‘1第14条第1項1 但し　説明要求・意見陳述権

検閲・検査・監査権’第98 〔第99条ノ

条）

調査権、第100条）

国の統制権 各種個別法令に基づく監督 特別の監督権

（指揮・ ・主務大臣又は知事の指揮監督

監督権） 権・第150条ノ

・知事の取消・停止権し第151
条）

・主務大臣の知事（知事の市町

村長）に対する職務執行命令

権・職務執行命令訴訟＼第
146条）

「条文は地方自治法，

　地方自治体が条例を制定するにあたって問題にするのは，これらの制約規

定をどのように解するかである。通説は，国の機関委任事務の処理そのもの

は，国の事務であって地方自治体の事務ではないのだから，法律で特段の委

任のないかぎり，それについて地方自治体は条例を制定することができない

という。しかしこの国の機関委任事務は形式上は，国の事務ではあるが，日

常的には自治体の機関によって行われ，その事務の内容は自治体の住民の権
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利・義務に密接にかかわる事務である。このことは国の機関委任事務が，自

治体の「自治事務」とはなんら変わらないものだともいいうる。このように

住民生活に密着した自治体が所管する文書を，住民の憲法上の知る権利の保

障の要請から，制定された条例に基づいて公開・開示することぱ，すぐれて

憲法原理の民主的地方自治の原理にそったものといえる。それに条例に基づ

く文書の公開・開示の事務（情報管理の事務）は，国の機関委任事務の管

理・執行とは論理的に別個なものであり，それ自体が自治事務である4。し

たがって自治体の情報の管理・公開には国の監督随方自治法第150条）は及

ぼず，ただ一般的な関与の方法（地方自治法第245条以下）のみが認められるに

すぎない。しかしそれでさえ自治権への不当な侵害に当る時ぱ，憲法に由来

する住民の知る権利や地方自治の本旨に違反して許されない。

　自由人権協会は，東京都の『都における情報公開制度（情報公開準備委員

会報告書）』に対する意見書で，機関委任事務の取扱いについてつぎのよう

に述べている。

　　「機関委任事務に関する情報について，主務大臣が非公開とするよう指揮監督ができ

　　るとしても，主務大臣の指示がありさえすれぽそれだけで非公開とする，というのは

　　妥当ではありません。

　　　機関委任事務は，その事務の処理が包括的に委任されているのであり，また機関委

　　任事務に関する情報の管理は自治体の固有の事務と考えられますから，情報を公開す

　　るか否かの第一次的判断権は自治体の側にあるといえます。さらに，主務大臣の指揮

　　監督権といえども憲法上の権利である知る権利を不当に侵害することぱ許されませ

　　ん。

　　　したがって，主務大臣の指示により非公開とできるのは，『その指示が個別具体的

　　であって，かつ正当な理由がある場合』に限定されるべきです。」

　「条例」（案）は，第4条第1項で「何人も保管者に対してその保持又は保

管にかかる情報（機関委任事務に関するものを含む）の公開を請求すること

ができる」（傍点は引用者）と規定している。これは誰でもが岐阜市が保管す

る機関委任事務を含むあらゆる情報に対して公開を請求する権利を認めたも

のである。しかし「これらの問題は恐らく具体的な事例を契機に裁判で争う
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以外に解決の方法はないであろう。」5

　（vi）第2の重要な問題は，非公開とすることのできる情報とは何かとい

う，適用除外事項に関する問題である。機関委任事務の問題が法解釈上の問

題であるのに対して，適用除外の問題は，すぐれて立法政策上の問題である

といえる。したがってこれは情報公開法（条例）制定における最大の問題

であり，「情報公開のあり方はこれによってきまるといってよいものであ

る。」6

　情報公開法（条例）は，すべての公文書を公開とすることを原則とする。

もし非公開とする時は，その文書が公益上そうすることが必要なことが明確

である場合のみに限定すべきである。すなわち，公開しなくてもよい情報

は，必要最小限にとどめるべきである。ただ，どういう場合に非公開にする

かの判断を公務員に委ねることは，わが国の官庁に伝統的にある「裁量的秘

密主義」の原則によって，あまり期待しえない。そこでこの問題を処理する

ための原則を，きちんと確立しておくことが必要である。篠原一教授は，そ

れをつぎのように提示している。

　「①規定は具体的で明確でなけれぽならない，②またここで規定された

　もの以外の除外を定める場合には情報公開条例そのものを改正する手続き

　をとること，③非公開を条件として任意に提供された情報を除くという

　ような規定は設けず，非公開はあくまでも情報公開条例の具体的規定にも

　とつくこと，④意思決定の過程における意見交換に関する情報も，過去

　となったものは原則的に公開とすること。」7

　公開が原則である以上，秘匿という例外は，例外たる要件が厳格たる規定

によって明確に示されるべきである。例外が国ならびに地方公共団体の機関

だけで決定されてはならない。奥平康弘教授もこのことを強調し，さらに加

えて行政側が特定の情報を非公開にする場合には，それが「例外にあたるべ

き事由の存在の挙証する責任をもたなけれぽならない」こと，若し公務員が

「恣意的に例外を援用して国民の権利を侵害」したならぽ，その公務員に対
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して「なんらかの法的制約を課せられるべきである」と主張している8。

　（イ）　「条例」（案）は第4条第1項から第5項にわたって適用除外情報を

規定している。すなわち，第1は，法令又は条例で非公開と定められている

情報，第2は，公開することにより個人のプライバシーを不当に侵害すると

認められる情報，第3は，企業秘密に関する情報，第4は，法令（条例）に

基づく行政上の取締に関する情報，第5は，公開されることによって，人の

生命又は身体の安全に危険が及ぶと認められる情報，である。

　これらは市の機関が公開を強制されない（「非公開とすることができる」）

情報の範囲を示したものであって，公開を禁止する（「公開できない」）範囲

を定めたものではない。そのことは，適用除外事項に該当する情報であって

も，住民の知る権利を保障し，住民の市政への参加を積極的に実現するため

に必要な情報については，市の各機関は進んで情報を提供すべきことを含ん

でいるのである。なお同条第3項には，適用除外を必要最小限に抑え，公開

をより広範囲に渉って実施するため，情報の保管者は非公開とする情報を部

分的に含む文書についても，適用除外事項に当らない部分については公開し

なけれぽならない，と定めている。ただこの「条例」（案）の適用除外事項

には，「行政の公正または円滑な運営に支障を生ずるおそれのある情報」（金

山町条例第5条第5号，埼玉県条例第6条第1項第5号）は規定されていない。この

ような条項を挿入することに関心を示すのは行政側である。とくに条例の制

定が行政側の主導で行われる場合は，必ず設けられているものである。この

案にこのような規定がない理由は，住民側の提起によるものであることと，

先にも述べたように情報公開が「原則公開」を建前としている以上，「この

条項を入れると公開条例全体が死んで」（請求者側の言）しまうからでもある。

　国の情報公開法制定において適用除外事項にあげられるものに国防と外交

に関する情報がある。これは公開制を左右する重要な問題である。しかし，

地方自治体にはこの問題は直接関係はない。

　さて，この「条例」（案）の適用除外事項に対して，岐阜市当局はつぎの
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ように質問している。

　　「第4条第2項第1号において，『法律又は条例．で非公開としている情報について

　　適用除外としていますが，：法律又は条例iとは，形式的に議決を得たものに限るの

　　か，あるいは，施行規則，施行令等の規則や命令，及び上級機関による通達等も含む

　　のですか。」（『質問：第3項）

　この質問に対して請求者側はつぎのように回答している。

　　r（r形式的に：との語を使用された意図を解しかねますが）行政機関が国民（＝住

　　民）に対して情報を公開しないことができるものは，国民（＝住民）を代表する立法

　　機関で議決された法律〔または条例）によって非公開としている事項のみであるべき

　　です。従って行政機関において決定し得る，施行規則や施行令によって非公開事項を

　　定めるべきではないと考えます。実はこの条例（案）の最大の眼目はこの点にあるの

　　であります。また，国（これを上級機関と云うのは不適当と存じますノの通達につい

　　ても同様と御解釈ねがいます。

　　　なお，この条例（案）を審議下さるときは，あわせて既存の条例による非公開事項

　　も洗い直し，この条例の趣旨に沿うものか否かを，改めて御検討ねがいたいと存じま

　　す。」

　ここで第1号について若干の補足説明を加えておきたい。第1に，この規

定は，情報を非公開とすることができるのは国民や住民の代表者によって構

成されている立法機関で制定した法律や条例が非公開を「明示している」こ

とを要件としていることである。第2に，しかしこのことは法律又は条例で

定めさえすれぽ何でも非公開としてもよいという主旨ではなく，適用除外に

は，適用除外としなけれぽならない合理的理由とそれが住民の知る権利を不

当に制約しないことが必要である。若しこの要件を満していないにもかかわ

らず適用除外情報と規定した場合には，その条項自体が憲法違反となり，無

効である。

　（ロ）つぎに第2号と第3号に規定するプライバシーと企業の秘密を適用

除外にするか否かについては論議のあるところである。プライバシーとか，

企業の取引上の秘密などを保護するのは当然である。情報公開制度は，個人

の生活上のすべてを暴き，もって私人の平穏な生活を乱したり，あるいは企

業の自由な取引活動を立ち行かなくするために制定するものではない。た
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だ，プライバシーや企業の秘密を必要以上に保護することによって，逆に住

民の知る権利やそれを通じての諸権利を成り立たなくしたり，侵害すること

は許されない。ここはプライバシーと企業秘密を守ることによって得る価値

と住民の知る権利を保障することによって得る価値との比較衡量の問題にな

る。しかしこの場合，単純に「判定者にケース・バイ・ケースの『比較衡

量』を許すことは極力避け」9るべきで，できるだけプライバシーと企業の

秘密の保護されるべき内容を特定（限定）されることが必要である。

　プライバシーの情報に関しての「条例」（案）を見てみるに，まず現代の

行政機関の強大な情報収集能力とわが国の行政機関に見受けられる個人情

報の恣意的な利用による個人の自由や名誉の侵害を見て，「個人のプライバ

シーを不当に侵害すると認められる情報」は適用除外とすることができると

定めている。「個人のプライバシーの権利」とは，通常個人が安全で平穏な

生活を送るため，他人に知られたくない事実等を，みだりに公開されない権

利」と解されている。請求者側はその具体例をつぎのようにあげている。

　　「個人の①思想，宗教，意識趣味，②心身の状況体力，健康，③資格犯罪

　　歴学歴，④職業交際関係，生活記録，⑤財産所得等」lo

　ただ，個人のプライバシーを保護する規定を設けると，逆にこれを拡大解

釈されて情報公開制度それ自体が無意味になってしまう。そこで同号但書に

は，「公務員・公職の候補者又は公務員であった者の職務又は地位に関連す

る情報を除く」と規定して，特定の地位や身分にある者又はあった者のプラ

イバシーを制限している。これはロッキード事件にみられるような政治や行

政の腐敗を防止し，政治倫理を確立するとともに，政治や行政を常時住民の

監視のもとに置くために必要である。

　また同じ但書では，「請求者本人に関する情報を……除く」と規定して，

自己情報公開請求権類似の考え方を採用している（同主旨規定一蒲原町条例，緒

方町条例）。しかしこの規定には，自己情報についての訂正権（アクセス権）

は設けられていない。
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　なお，プライバシー保護に関しては，本来別の条例を制定すべき性質のも

のであるが，現状は情報公開条例が先行し，その中でプライバシーの適用除

外による保護が考えられている。

　（ハ）つぎに企業秘密と情報公開の問題である。企業のプライバシーを尊

重することは当然である。しかしそれが個人のプライバシーと異なるところ

は，企業は基本的には経済的利益と深い繋がりがあり，その追求がともすれ

ぽ公益や人の生命・健康・安全を侵害することさえあることである。今日情

報公開が叫ぽれるようになった理由の一つは，医薬品，予防接種，食品，化

粧品，企業公害等による人権の侵害によることからも明らかである。今日企

業は，広く国民生活と密接な係わり合いをもっており，国民生活になくては

ならない社会的存在となっている。したがって，われわれ消費者がそれを正

しくコントロールしない場合には，われわれの存在そのものがあやうくなる

恐れさえあるのである。それは企業の情報が，その企業のみのものではな

く，広く国民のものであるということである。そこから企業の秘密の非公開

も，それを公開することによってうける利益との比較の中で決定されるべき

だという考え方が生じてくる。

　「条例」（案）は，すべての情報は，住民の前に公開されるべきだという立

場から，企業秘密の名のもとに国民生活に重要な係わりをもつ情報を秘匿さ

れることを防止するために，「公開することにより，当該法人その他の団体

に著るしい不利益をもたらす現実の危険があると認められる」（傍点は引用者）

時にはじめて，その情報ぱ適用除外となると規定している。「条例」（案）は

適用除外の要件を，傍点を付したように厳しく定めている。すなわち，この

要件の立証責任は行政側が負担することになる。つまり①企業秘密を「公

開することによってどのような不利益が生ずるか」，②「生ずるおそれはど

のていどあるか」，③「不利益の程度が著るしく大きい」ことなどを「行政

側が具体的に主張・立証しないかぎり公開されること」になるのである11。

また企業情報で適用除外にできるのは，企業等が市の機関に提出した情報に
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限定される。したがって市の機関が独自に入手した情報は適用除外に入らな

い。

　なお，同号は但書で，適用除外事項には，人の生命等を害する恐れのある

情報及び住民の生活に重大な影響を及ぼす恐れのある情報を除くと定めてい

る。前者は，公害・薬害・食品の安全性に関する資料を指し，後者は，ガ

ス・電力など公共的性格をもつ独占企業が有する資料をいう。これらの資料

の内容を住民が知る利益は，企業や事業体の経済上の利益に優先するからで

ある。

　（二）第2項第4号には，法律又は条例に基づく行政上の取締に関する情

報であって，公開（取締の方法，日時，場所，内容などを）することによっ

て，取締の「実現を著るしく困難にすると認められる」場合に限り，その情

報を非公開にすることができると規定している。行政上の取締は住民の基本

的人権に深く係わるところから，行政上の取締の情報を一律に適用除外にす

るのではなく，取締を行う必要性（それを秘密にしないと行政目的が達成で

きない）と住民の知る権利との調和という観点から厳しく規定している。た

だ市区町村には，犯罪の捜索にはほとんど関係がないので，その点はここで

は除外されている。

　（ホ）第5号には，「公開することにより，人の生命又は身体の安全に危

険が及ぶと認められる情報」を適用除外すると規定している。

　（へ）　この「条例」（案）の適用除外事項には，①事務・事業の公正又は

円滑な執行を妨げるおそれのある情報，②非公開を条件として任意に提供

された情報，③意思形成過程・事業執行過程に係わる情報は含まれていな

い。これらの事項は，条例制定が行政側主導で行われる場合には，行政側は

自らが保有する情報のすべてを公開することの歯止めとして条例に規定しよ

うとするが，住民によって提起されたこの案ではその必要がないので，これ

らの事項は規定されていない。とくに①は行政側の単なる便宜のために住民

の知る権利を制約することになり，②は，情報提供者の意思により公開・非
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公開が決まるという不合理な点があり，さらに濫用の危険性さえある。③

は，情報公開が住民の行政への参加を可能にするための制度である以上，

「住民が行政を監視し，意思形成に参加していくには，その過程にかかわる

すべての情報を入手しなけれぽならない。これが知る権利の本旨である。意

思形成過程の情報を非公開にすることは，知る権利を否定することになるこ

とは明白である。」12　したがって，この問題にどのように対処するかが情報

公開制度のカギであるかも知れない。

　適用除外事項の問題について再度確認しておくことは，これが決して公務

員の守秘義務の範囲と混同しないことである。適用除外事項は，当該情報の

公開禁止を定めたものではなく，逆に市の機関が公開を義務づけられない情

報の範囲を定めるに過ぎない。それでも情報の内容によっては，公開するこ

とによって得られる利益（公益）のためには，それを非公開とせず公開を強

制することさえありうる。

　（vii）　以上（vi）では適用除外情報の問題を中心にして，情報公開の実体

論を展開して来たが，これですべて解決したわけではない。もう一つ公開制

度の実効性の保障の問題を論じなけれぽならない。情報公開制度がきちんと

確立されているかいないかは，むしろ手続き的な保障の方がより重要性さえ

もつのである。

　その一つは，住民が情報（公文書）の開示を請求する際，その手続きは簡

易になっているか，請求情報公開の諾否は短時日の間に決定されるようにな

っているか，さらにその費用は安価であるかどうかの問題，第2は，住民の

情報公開の請求に対して，市の機関は条例に基づき開示か非開示かを決定す

るが，この場合非開示の決定に対して住民は異議を差しはさむ余地があるの

か。住民の情報公開請求権の保障を公明正大に行うには，開示請求却下の場

合の権利救済を実効性あるものにしなけれぽならないが，それにはどのよう

な仕組みが講じられているかの問題である。

　図一2は「条例」（案）の示した岐阜市の行政情報公開システムである。
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図一2　岐阜市の行政情報公開システム

この図をもとに上記の問題点に沿って「条例」（案）の骨子を説明してみる。

　「条例」（案）は情報目録の備置，閲覧・謄写の手続き及び手数料につい

て，つぎのように規定する。情報の保管者は保管又は保持する情報及び新た

に作成又は入手した情報の目録を作成して，何人でも閲覧及び謄写できるよ

うに備付けておかなけれぽならない（第5条）。そして情報公開の請求があっ

たときは，2週間以内に許可をしなけれぽならない。若し条例に定めるとこ

ろにより請求に応じられないときは，2週間以内に「理由を付して」請求に

応じられないことを回答しなけれぽならない（第6条第1，2項）。また保管者

は，請求された情報を所持（保管）しないときは，そのことを請求者にはっ

きりと示して請求を却下する。ただ，かかる情報を保管者以外の他の機関が

所持（保管）していることを知っている時は，その旨を請求者に教えるべき

ことを義務付けている（同条第4，5項）。また，保管者は請求者が求める情報
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及び目録を閲覧及び謄写する場所を設置し，その場所には謄写機を設けるこ

とを義務づけている洞条第7頂。なお，費用は，閲覧については無料，謄

写については請求者の実費負担として，それ以外の負担を課していない、第

7条）。これらは公文書の公開をできるだけ簡便で，安価にできることによ

って，知りたい時には誰でも，何時でも手軽に利用することを保障したもの

である。

　情報公開制度は法（条例）でもって原則公開や国民（住民）の情報公開請

求権を宣言しても，実際にはその運用の実態によって有名無実化することさ

えある。そこで知る権利を最終的に救済する機関が必要になる。すなわち，

公文書の公開を拒否された場合に，救済機関にその処分の適否を求めて，求

める情報の公開か非公開かを具体的に決定してもらうシステムである。

　非公開処分に対する救済制度としては，つぎのような方法が考えられる。

　①　司法審査としての行政訴訟（抗告訴訟）

　②　行政機関に対する不服申立制度13

　　③　執行機関の附属機関としての救済委員会弛方自治法第138条の4第3

　　　項）

　　⑤　特別の第三者的審査機関としての救済委員会L行政不服審査法第5条

　　　第1項第2号）

　　◎　行政不服審査法による不服審査請求（行政不服審査法第5条及び第6

　　　条）

　③　オンブズマン制度（情報公開監視委員会制度）

　現行条例では，埼玉県が③を採用している外は，②一⑧を採用している。

例えぽ神奈川県の条例は，知事の付属機関として「公文書公開審査会」を設

け，審査会は実施機関からの諮問を受けて，当該実施機関の非公開処分の違

法性，不当性について審議する。審査会には裁決権はない。したがって審査

会から答申をうけた機関が最終的な決定を行う。審査会は任期2年の5名以

内の委員で構成される合議制機関であり，委員は職務上知り得た情報につい
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て守秘義務が課せられる（神奈川県条例第11条，同趣旨一春日市条例第ll，12

条，金山町条例第17，18条，蒲原町条例第7，8条，緒方町条例第7，8条，府中町条例

第10，11条）。この救済機関は合議制機関であることから答申の内容につい

ては公平性14と客観性をもつものと考えられるが，一種の諮問機関であって

裁決権がないため，その答申の実効性については弱い面がある15。

　これに対して埼玉県は，非公開処分に対する救済機関として，わが国で初

めて北欧型のオンブズマンに類似した「情報公開監査委員」（「埼玉県行政情報

公開条例施行規則」第4条）を置いたことが特徴である。この制度は，簡易迅速

性，第三者性（公正性）及び独任性をもった是正勧告機能を有しており崎

玉県条例第13条第1，2項），監査委員は3名以内で，知事が民間有識者の中か

ら委嘱する。なお，監査委員がなした是正勧告に対して，「実施期間は，

…… 当該決定等について，是正その他の措置をとるように努めなけれぽなら

ない」（同条例第13条第3項）とされている。わが国初のオンブズマンの今後

の運用に注目したい。

　これに対して，「条例」（案）は，②一⑤と①の制度を採用している。「条

例」（案）は，救済機関の性格及び構成をつぎのように定めている。まず第

8条で情報の公開の請求に対する保管者の「処分に対する不服申立てを審

査」（第8条第2項）するために，「独立」（同条第3項）した第三者審査機関と

して「情報公開審査会」（同条第1項）を設け，「裁決を行う」（同条第2項）と

定め，つづいて第9条と第11条で審査会は「市長が，本条例の目的を理解

し公正な判断力を有する住民の中から，議会の同意を得て任命」した「5名

の委員をもって組織」される（第9条）。また「審理は公開」し，「裁決は出

席審査委員の過半数を以って決する」（第11条）と規定している。

　この特別の第三者審査機関としての救済機関の設置の提案に対して，市当

局はつぎのような疑義を発している。

「第8条において設置する『情報公開審査会』は，r不服申立を審査し，裁決を行

う』，『独立して職務を行う』権限を与えられていますが，このような性格を持つ機関
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を条例で設置できると判断された根拠は，どのような考え方によるのですか。」CR

剛第4項）

これに対して請求者側は，つぎのように答えている。

「自治法は自治体執行機関の多元主義に基づき　①政治的中立性を確保するために

教委．公安，選管等　②公平，公正な行政を確保するために人事，監査等　③利害

関係の調整のために地労，農業等④審判，裁定等を慎重に行うために収凧固定

資産評価等の『行政委員会』を設けるとしています。御設問は，情報公開審査会もま

た，自治法上の明文を必要とするのではないかとの趣旨と解しますが，この条例

（案）にいう審査会は，長の行う行政行為（公開拒否、につき，住民の申立てにより，

条例に照らして適否を審査する機関でありますので自治法上の行政委員会ではなく．

従って同法上の根拠を必要としないと思料いたします。それならば長の諮問機関たる

の性格を付与しては，との論もある（　Pt］奈川県）とは存じますが，それだと，長の判

断をくつがえす如き決定をする場合，論理的矛盾を発生するので『独立して職務を行

う」としたわけです。」

　このような独立した第三者審査機関を設けることに対して，神奈川県の情

報公開準備委員会の中間報告『情報公開の制度化をめざして』は，「地方自

治法上……疑義があるので，引き続き検討を加える必要がある」と報告した

ことがある16・。この機関の設置に積極的な立場をとっている兼子仁教授は，

そのような疑義の問題は，「それを法律に基づかずに条例のみで規定できる

か」であると指摘し，結論として，「行政法的なふつうの法解釈として，関

係法律に照らして適法に可能である」と，つぎのように説明している。

　まず，行政不服審査法との関係では，

　「法律とは無縁な固有条例としての情報公開条例において第三者的不服審

　査裁決機関への審査請求のしくみを新設することは，……行政不服審査法

　5条1項2号および5条2項後段17によって，争訟法律上認められている

　ことになる。」

　つづいて，地方自治法上との関係では，

　「結論的には，それは，地方自治法138条の4第3項が『条例の定めると

　ころにより，執行機関の附属機関として……審査会……その他の……審査
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　のための機関を置くことができる。』と規定していることに基づいて，適

　当であると解される。」18）

　自由人権協会は，東京都の『都における情報公開制度（情報公開準備委員

会報告書）』に対する『意見書』で，先の兼子説に基づいて，裁決権ある付

属機関が実効性ある救済機関として最も優れていることを，つぎのように述

べている。

「実効性ある救済機関として，裁決権ある附属機関を設置すべきです。行政に対する

不服申立制度に簡易，迅速性が要求されることはもちろんですが，同時に，客観性，

公平性を備えていなけれぽ，実質的に救済制度としての機能を果すことができませ

ん。報告書のように，行政不服審査法によることを原則とし，救済機関には，勧告，

あっせん，調停の機能しか与えないものとするなら，住民は結局は，行政不服審査法

による異議申立に頼るしかないことになりますが，異議申立が客観性，公平性に欠け

ることは言うまでもありません。住民は，司法審査に訴えることになりますが，迅速

性の点で問題が残ります。」

　救済に実効性をもたせるために，救済機関に裁決権を与えることである

が，それが可能かどうかについては，現行法体系の下では困難がないとはい

えない。しかし「国との訴訟を覚悟」のうえで，「そのような試みをする自

治体が登場することはもとより好ましいが，これは自治体としての政治的判

断」に待つほかない19）。

　なお「条例」（案）第12条は，審査会の裁決に不服のある場合には，審査

会は請求者に，この裁決の取消を求める「行政事件訴訟法による抗告訴訟を

提起することができる」（同条第1項）ことを「教示」しなけれぽならない

（同条第3項）と定めている。この訴訟は，行政事件訴訟法第3条第1項にい

う「行政庁の公権力の行使に関する訴訟」たる抗告訴訟であり，訴えの内容

は「処分の取消し」（同条第2項）である。

　（vili）　情報公開制度は，住民の「知る権利」を保障し，もって住民の市

政への参加を推進する役割を果すものである。だとすれぽ，公開制度の運用

面にも当然住民が参加して，これを監視する体制がとられていなけれぽなら
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ない。「条例」（案）ぱ，そのために「情報公開等審議会」の設置を提案して

いる。審議会は，「市の行政に関する記録及び情報の収集・利用・保存・公

開に関する内部基準・手続その他の事項につき審議し，市長又は市の機関の

長に提言する」（第13条第2項）役割を荷っている。審議会は，市長によって

市民の中から議会の同意を得て選任された9名の委員によって構成されてい

る。審議会設置の目的は，条例の運用が，ともすれぽ官僚主導に流れるのを

チェックするため，「提言という形を通じて市民の意向が反映されるための

チャンネルを設」けておき，「市民が一旦成立した情報公開条例を更に良く

するための改正のイニシアティブをとる」ためである20。また，「条例」

（案）は第15条で，保管者は「毎年一回」情報公開の状況を，「議会に報告

し」，「一般に公表しなけれぽならない」と定めている。これは条例の運用の

実態を議会や市民に知らせて，議会や直接市民による監視を可能としたもの

である。

　（ix）　以上，岐阜市の「条例」（案）の特徴を，制度化にあたっての留意

点にそって明らかにして来た。今日，市区町村レベルでの情報公開条例の制

定が着々と進行しているにもかかわらず，制度化の価値の高い国レベルでの

立遅れと条例がもつ内容から来る独特の問題及び基礎自治体なるが故にもつ

制約が存在して必ずしも容易ではない。たとえぽ，住民が知りたいと思う情

報の範囲　　公開対象の範囲一は，当該市区町村の行政権の及ぶ範囲に限

定されること，条例化にあたって市区町村に課せられる条例制定権に伴う法

的問題一機関委任事務に係わる情報への適用問題請求権者の範囲問題

非公開基準と守秘義務との関連問題そして救済機関の権能問題21一などで

ある。しかしこのような問題や制約のもとで，市区町村住民の知る権利をで

きる限り保障するには，どのような仕組みが最も望ましいかである。住民提

案の「岐阜市情報公開条例」（案）は，その内容が先進的であるが故に，制

定にあたっては国や県との関係や法制度上の観点から，若干の摩擦は避けら

れない。しかし住民は今後，議会での審議過程で内容的に後退しないよう監
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視することが必要である。

地方政治と情報公開（下）
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9）　奥平康弘，前掲論文，59頁。

10）金山町（第5条第1号），緒方町C第5条第1号）の条例は，このような具体例

　を条例中に規定している。

11）　自由人権協会：住民の知る権利の確立をめざして：（1981年），24頁。

12）　甲斐道太郎，前掲論文，37頁。

13）　神奈川県情報公開準備室編『情報公開　　制度化をめざして　　』（ぎょうせ
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　その他の関係者に対して，意見若しくは説明又は必要な書類の提出を求めることが

　できる」と定めている。

15）　「神奈川県の機関の公文書の公開に関する条例の解釈及び運用の基準」は，実施

　機関は，審査会を最大限に尊重すべきことを規定している。

16）　神奈川県情報公開準備会編，前掲書，345頁。

17）「法律（条例に基づく処分については，条例を含む。）に審査請求をすることが

　できる旨の定があるとき」（第5条第2項第2号）には，その特別な審査請求は，

　「法律又は条例に定める行政庁に対してするものとする。」（第5条第2項後段）

18）　兼子仁「情報公開条例に基づく争訟制度の可能性」（神奈川県情報公開準備室

　編，前掲書166－168頁）。

19）　篠原一，前掲論文，4頁。

20）　自由人権協会，前掲書，28頁。

21）　地方自治協会『地方自治体における情報公開に関する問題』（1983年5月），30

　－31頁。

V　制定された情報公開条例の比較検討

（1）現行条例の特徴と問題点

　今日，情報公開条例を制定した自治体は1983年末現在12団体（2県4市

6町）を数える。このことは情報公開がもはや意義や理念の問題から，実践

的，実務的問題に入ったことを示している。しかし自治体にとっては，それ

は試行錯誤の中で，全く新しい領域の中へ風穴をあける作業でもあった。機

関委任事務や救済機関をめぐる国の抵抗，情報公開と官庁機構や職員の意識

との葛藤は，出来上った条例をかなり現実的内容にしてしまってはいる。た

だ自治体の良い点は，小回りが効くことであり，今後条例の運用の過程で，

よりよい方向に改めていくべきである。

（i）　『金山町公文書公開条例』

わが国で最初に情報公開を制度化したのは山形県最上郡金山町である。岸
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町長の指示のもと，1980年7月以来議論を重ねて来たが，町議会は1982年

3月11日18議員（保守系無所属17名，社会党1名）全員の賛成で条例を可決し

た。同年4月1日から施行されている。

　条例は本文11条と2項の付則からなっている。情報公開の重点（理念）

を「住民と行政が一体となって」「健康で文化的な町づくりを推進すること」

に置いている。また，金山町内に住所を有する住民（又は法人）には，所定

の用紙に閲覧したい公文書の件名と閲覧目的を記入し，「町長等」（第3条第

3号　これには町議会は含まれていない）に請求すれぽ，第5条に規定する「公

開することのできない」公文書以外は自由に閲覧等をする権利が保障されて

いる。ここで「公開することのできない」文書としては，①プライバシー

に関するもの，②法律および条例で非公開とされているもの，③法人また

は団体等の秘密に関するもの，④競争入札の予定価格等一定の期間公開し

ないことが行政上必要なもの，⑤行政施策の決定に関する町内部の提案，

意見など，⑥町長らが公開を不適当と認めたものなどを挙げている。条例

ではそれ以外は，公開対象文書について限定を付していない（第3条第1項第

2号）。また，国及び県からの委任事務に関する公文書については明文化せ

ず法律論争を避けている。町当局は「運用面で弾力的に処理する」方針と言

明している。公文書公開を拒否された住民に対する救済機関としては，付属

の諮問機関として「公開審査会」（第8条）を設けた。

　この条例にはいくつかの問題点もある。第1は，条例の目的（情報公開の

本旨）として「知る権利」の保障が明記されていないこと，第2に，閲覧等

の申請書に「閲覧等の目的」の記載を義務づけているが，これは情報公開の

理念との関係で甚だ疑問の残るところである。第3は，第3条第1項第2号

で，対象文書にはなんらの限定を付していないのに，『公文書公開条例の施

行に関する規則』の第2条で，「公開条例第3条第1項第2号に規定する

『公文書』は，町長の決裁を受けたものをいう」として，範囲を限定してい

ることである。これは条例事項と規則事項との関係で，規則事項が条例の委
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任の範囲を超えた規定をしたものであるといえる。第4は，情報公開は，そ

の制度目的から原則公開を建前とし，適用除外情報は必要最小限として，そ

れを類型化することが望ましい。ところが金山町条例は，一応類型化はして

いるが，それを「町長等は……公開することができない」（第5条）とし，

「いわぽ公開不可能条項」1としている。金山町の条例がどのような理由から

このような規定の仕方をしたかは確かではない。適用除外情報に関して，も

う一点は，第5条第6号に規定する「公文書公開審査会の意見を聴き，（非

公開が一引用者）適当と認められたもの」の取扱いである。今後運用面で

「原則公開」をふみにじることのないようにしなけれぽならない。

　小さい町金山町が，情報公開に早くから取り組んでいた先進自治体（神奈

Jl［県，埼玉県など）をとび越えて条例を制定したその努力に敬意を表したい。

そのことは条例の制定に向って動き出していた全国の自治体にとって大きな

刺戟となったといえる。

　町レベルでは金山町につづいて，蒲原町（静岡県）が1982年10月1日か

ら，緒方町（大分県）が1983年1月1日から，府中町（広島県）が同年4月1

日から，そして三重町（大分県）が同年10月1日から施行しており，島本町

（大阪府）は，1984年4月1日に施行する。条例の内容は，長短があるが先

行条例の内容及び運用状況を見て逐次改善されているようである。たとえ

ぽ，情報公開の目的として，「知る権利」の保障を明記し（蒲原町，緒方町，島

本町），実施機関に議会を含め備原町，緒方町，府中町，島本町），また，町長

等の公文書公開の責務（緒方町，府中町）を規定している。緒方町と府中町の

条例では，条例の運用状況を議会や住民に報告することも義務づけている。

　（ii）　『神奈川県の機関の公文書の公開に関する条例』

　神奈川県は1979年5月に情報公開準備委員会を発足させたが，これは地

方自治体レベルにおける情報公開制度の組織的検討の始まりであった。条例

案づくりは，やや行政側からの提起という面はあったが，他方では県民参加
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による制度作りがねぽり強く行われた。たとえぽ，県民，学識者，市町村代

表から成る『神奈川県情報公開推進懇話会』（小林直樹会長）の設置，県内各

地での「情報公開を考える県民のつどい」の開催，条例案の土台となった前

記懇話会による『神奈川県の情報公開制度に関する提言』などがある。条例

案は1982年10月7日原案を一部修正して可決・成立した。そして1983年

4月1日から，都道府県として初の条例としてスタートした。

　条例の特徴を集約してみるとつぎのようである。

　第1に，この条例は「開かれた県政の実現」を目的とするとした上，「公

文書を閲覧等を請求する権利」（第4条）のある者を県内に住所を有する住民

（又は法人）と「その他県の行政に利害関係を有するもの」に広げ，実施機

関（請求する相手方）は，公安委員会を除く全機関とし（第3条第2項），そ

れらの機関は「公文書の閲覧及び公文書の写しの交付を求める権利が十分に

尊重されるようにこの条例を解釈し，運用するものとする」（第2条）と規定

している。

　第2は，公文書の公開範囲の中には，機関委任事務に係わる文書を含み，

また文書は決裁前のものを含むことである。

　第3に，「非公開とすることのできる」公文書（第5条）の範囲を限定した

こと。

　第4は，情報開示・閲覧等の請求に対する諾否の決定について，請求者よ

り行政不服審査法による不服申立てがあった場合，これが「不適法」との理

由で却下されたときを除き，実施機関は，「神奈川県公文書審査会の議を経

て，当該不服申立てについての決定を行わなけれぽならない」（第11条）と

している。

　自治省は，この条例に対して，①情報公開の請求権者の範囲のうち，「県

の行政に利害関係を有するもの」の認定基準が不明確であるから「実施に当

たって窓口が困るのではないか」，②企業情報のうち公開すべき情報　　た

とえぽ公害，自然・環境破壊などをもたらす違法，不当な情報一を，「だ
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れが，どんな基準で違法，不当と認定するのかわからない」から，もっと明

確にすべきではないか，③公開する情報は，決済，供覧後のものに限るべ

きではないか，との見解を示した2。

　一方，懇話会は，先の『提言』と比べて現実的な内容になっていると指摘

している。すなわち，その第1は，公文書の請求権者の範囲が，「何人も」

から狭まっていること，第2に，実施機関から，公安委員会が除かれたこ

と、第3に，プライバシーの保護について，条例は，「ひとりにしておかれ

る権利」という消極的な面にだけ力点をおき，『提言』の「自己に関する情

報の流れをコントロールする権利」の保障という積極的なとらえ方が避けら

れている。今後，独自のプライバシー保護条例を制定して，自己情報コント

ロール権をも強く打ち出してほしい，第4は，企業情報の非公開の範囲（第

5条第1項第2号）や「……市政の）事務又は事業の円滑な実施を著しく困難

にするおそれのあるもの」の非公開については不明確で，すべて非公開にな

る恐れさえある点などである3。

　長洲知事は，この条例を4力年を費やし，可能な限り民主的な手続きを採

用して，慎重かつ精力的に策定した。にもかかわらず最終的には，『提言』

よりかなり後退して，今後解釈，運用上問題がないわけではない。知事は条

例成立に際して「小さく生んで，大きく育てる」方針であると明言してい

る。いずれにしても条例の制定が，国に先行したことは，情報公開制度をめ

ざしている地方の動きに，一石を投じたといえる。

　埼玉県は，神奈川県と同様に情報公開制度創設に積極的に取り組んでき

た。1982年12月18日にいわゆる“埼玉方式”を盛り込んだ「埼玉県行政

情報公開条例」（本文17条，付則3項）を成立させ，1983年6月1日から施行

した。

　埼玉県の制度の特徴は，まず第1に，先にも述べたように，請求を拒否さ

れた時の救済機関として「情報公開監査委員」制度を導入したことである。

これは県の機関に対する強力な是正勧告権をもつ独任制のオンブズマン類似
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の制度である。委員には，言論界OB，学識経験者，そして法律家出

3名が知事から委嘱を受けている。第2は，第7条で「自己情報の閲

権」を規定したことである。第3は，公開請求への迅速な対応体制として，

窓口の一本化とコンピューター利用の文書検索システムを導入したことであ

る。

　（lii）　『春日市情報公開条例』

　住民による請願を契機に，市レベルで初めて条例を制定したのは福岡県春

日市である。1980年12月，622人の市民が市議会に請願書を提出したが，

その時の紹介市議会議員の構成は保守系，公明党，社会党，共産党と超党派

であって，全市ぐるみの取組みであった。市議会は請願を1981年6月20日

に全員一致で採択した。また議会は条例案の審議過程を一般市民に公開して

行った。条例案は，1983年1月31日に可決成立した。

　条例は，「知る権利」（第1条），原則公開（第3条）そして住民の情報適正

利用責務（第4条）を規定した。また，議会は1983年3月11日「明るい市

政を進める会」の要望により，実施機関（公開対象）に「議会を含む」こと

を決め，条例第2条第1号及び第3号の「市の執行機関」を「市の機関」に

改めた（1984年4月1日施行）。また議会は，プライバシー保護を目的とした

個人情報保護条例の早期制定方針を明らかにした。

　春日市の情報公開は，住民の請願に始まり，住民の参加や議会審議の公開

による条例案作り，さらに住民の要望を取り入れた早期の条例の改正など，

まさに「住民自治の教科書通り」のユニークなケースである4’。

②　公開請求等の処理状況

　条例施行にともなうその運用状況をみるに，施行後の時間的経過にも関係

はするが市町レベルでは，情報公開，情報提供の件数は概して少なく，また

非公開はほとんどない。したがって異議の申立てもない。金山町では施行後

　　　　　　　　　　　　　　　一64－　　　　　　　　　　　　　　107



7ヵ月に閲覧申請件数は7件（道路台帳，土地台帳，町立病院解体工事設計

書，町議会の議案綴など）あり，そのうち1件のみ町当局ぱ一度は拒否した

（理由一個人のプライバシーに抵触するため）が，その後請求者側によっ

てその理由となっている事項を解消する方法が取られたため公開された。蒲

原町では施行後2ヵ月に1件，1983年12月末現在7件（農道工事の指名，

及び入札資料，町議会全員協議会の録音テープ，町長と議長の交際費に関す

る資料，過去3回の衆参両院選挙の町内における各候補者の得票数など），

府中町は施行後1ヵ月半に1件（国有地借り上げ名簿）のみという状況であ

る。

　春日市では1983年12月末現在（施行後9ヵ月），請求老数｛Z　77人，92

件あり，すべて公開されている。内容のうち，主なものば，住民参加に関す

るもの，まちづくり計画に関するもの，予算・財務に関するもの，住環境に

関するものである。

　神奈川県と埼玉県の運用状況は，1983年8月31日現在，表一6，7のとお

りである。神奈川県は施行後5ヵ月，埼玉県は3ヵ月の状況である。

　請求情報の種類別を，多い順に列挙すると，神奈川県では，①行政一般

関係，②生活環境関係，③文化関係，④産業関係，⑤土地自然関係，埼

玉県では，①自治関係，②学校関係，③交通網関係，④農林業関係，⑤

自己情報関係である。

　また，異議申立ては，神奈川県では6件，埼玉県では1件である。神奈川

県では，昨年9月17日現在で3件に結論が出された。その3件はともにプ

ライバシーに関する情報の問題であって，結局13種の文書のうち，2種の

み公開，11種は非公開とされた。埼玉県の1件は，一主婦による県都市計

画地方審議会の会議録の閲覧請求を，県公文書センターが条例第6条第2項

第1号（「法律または条例の規定により明らかに公開することのできない情

報」）にあたるとして公開を拒否したのに対して，オンブズマンへの救済申

立てをしたものである5。この申立ては，その後オンブズマンによって却下
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表一6　神奈川県の運用状況、1983年8月31日現在

　　　　　　　△請求等の状況

区　　分
受　　付　　人　　数

来　　訪 電　　話 計

公文書公開

請求件数
情報提供
件　　　数

県政情報センター
書県政情報センター

1，144人

1，317

59人
804

1，203人

2，121

96件
7

1，330件

　671

合　　計 2，461 863 3，324 103 2，001

△公文書公開請求の処理内訳

処理内訳 公　開
．一

部
公
開 非公開

検討中
その他

合　計

件　数 65件 28 4 6 103

表一7　埼玉県の運用状況．1983年8月31fl現在

　　　　　△請求・申請の処理状況

公　　開 部分公開 非公開 資料提供 その他 保　　留 計

請求1

申請2

相談等

2．035件

　235

　一

2件

1
一

8件

0
　

12件

0
1
1
4

18件

0
0

0件

0
0

2．075件

236

　114

計 2，270 3 8 126 18 0 2，425

△自己情報の件数
↓注）　11「請求」とは，条例第5条第1項の請求権者　県内に庄

　　　所を有する個人及び法人その他の団体）による請求をい

　　　う。
　　2、「申請一とは，条例第5条第2項の請求権者　県民以外
　　　の者．‘による申請をいう。

された。そこで主婦は知事に対して「県が情報公開しないのは不当だ」とし

て行政不服審査法に基づき，審査請求を出した。これに対して県公文書セン

ターは，審査請求は却下すべきだとする弁明書を出した。主婦は，この弁明

に対して反論書を出すとともに，訴訟に持ち込んだ6。

　この「公開請求から訴訟に至る過程で，情報公開条例自体が持つ不十分さ

と，条例の趣旨と他の条例，規則との間に矛盾する点も出るなど，問題点が
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浮き彫りにされた」といいうる。この件を機会に，3人のオンブズマンは，

知事に対し，「審議会などの審議状況を記録した会議録は，本来公開される

べきで，特に，明文の規定がなく慣習などで非公開とされているものは，原

則として公開すべきだ。また，条例，規則などで会議が非公開とされている

ものの会議録についても，情報公開という新たな視点から見直し，できるだ

け公開すべきだ」という意見書を出した。公文書センターは，これを受けて

検討に入っているが意見書にそった結論に達するかどうかは微妙な情勢であ

る7。

　　　〔注〕

　　1）堀部正男「金山町公文書公開条例C2）」CシュリストlNo，767〔1982．6．1〕，157

　　　頁）。

　　2）　『法令解説総覧』第30号（昭和57年11月ノ⊂第一法規），114頁。

　　3）　同上書，113－114頁参照。

　　4）　『法令解説総覧j第33号（昭和58年4月），109－110頁参照，同第34号（昭和

　　　58年6月），185頁参照。

　　5）　戸田季久雄「日本で一番進んだ埼玉県情報公開制度に挑戦した主婦」（嘲日ジャ

　　　ーナルニ1983年11月25日号〔VoL　25，　No．49〕，95頁参照）。

　　6）　戸田季久雄，同上論文，94－95頁参照。

　　7）　戸田季久雄，同上論文，95－96頁参照。

VIおわりに

　わが国でも最近ようやく「住民自治」の理念が住民の間に浸透してきた。

たとえぽ，住民の自治参加の手段として設けられている行財政チェックの制

度（直接請求制度など）の利用が目立っている。また最近特に注目されるの

は，行政による住民との対話の制度の導入である。この制度の利用は，行政

側でも財政事情の厳しい中，効果的な自治体行政を進めるには住民の理解と

協力なしにはとても立ちいかないということもあるし，逆に，住民自身が積

極的に求めて，自治体職員と共に施政を企画，立案しようと試みている。も
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う一つは情報公開制度である。これは今まで自治体の判断に任せられ

公文書の扱いを，住民の求めがあれぽ原則として公開する制度である。基本

的には住民の「知る権利」を保障し，住民の行政参加を促進する制度であ

る。

　情報公開の制度化のメリットはどこにあるかについては，わが国の制度化

の要因となった背景と軌を一にするが，要約すれぽ，①基本的には，国民

の知る権利の確立につながるが，②日常的には，行政機関の活動を国民の

直接的な監視のもとにおくことにより，行政運営を改善し，より公正で能率

的な行政の推進に役立ち，③また，政策形成過程への国民参加が促進され，

行政と国民との信頼関係を増進し，④さらに，行政情報の高度利用により

社会・経済活動や国民生活の充実に役立つ，などを挙げることができる。

　しかしいずれにせよ情報公開条例を制定することは，そんなに簡単な事業

ではない。またいかなる制度も，それが設けられるだけでは所期の目的を達

したとはいえない。ことにわが国の官庁機構は情報公開とは全く異なった体

質をもっているが故に，職員の制度に対する意識の啓発や高揚もこの制度を

確立する重要な要素である。

　情報公開制度は，自治体においてスタートしたぼかりである。また，3000

を超す自治体からみれば，まだひとにぎりに過ぎない。ただ「条例先行とい

うことの一つの利益は，各県が試行錯誤的に夫々異なった実験をすることが

できる点にある。」1）現在検討中の自治体は，先行条例の実績を点検し，そ

れに必要な改良を加えて，早急に制定してほしいし，すでに条例を制定した

自治体は，必要に応じて条例を前向きに改正する勇気をもってほしいと思

う。

　　　〔注〕

　　1）　篠原一「行政情報公開制度の確立」（r法と政策jNo．10〔1982．3〕，5頁）。

（1984．1．5．稿）
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